
※04受付機関コード 07 適格組

合証明

※05受付番号 ※06業者コード

令和 年度において、貴機構で行われる物品の製造等に係る競争に参加する資格の審査を申請します。

なお、この申請書及び添付書類の内容については、事実と相違しないことを誓約します。

令和               年              月 日

国立研究開発法人水産研究・教育機構理事長　殿

08 本社（店）郵便番号

ﾌ ﾘ ｶﾞﾅ

09 本社（店）住所

ﾌ ﾘ ｶﾞﾅ

10 商号又は名称

ﾌ ﾘ ｶﾞﾅ

11 代表者氏名 （役職） （氏名）

ﾌ ﾘ ｶﾞﾅ

12 担当者氏名

13 電話番号 14 FAX番号

15 主たる事業の種類

※欄については、記載しないこと（以下同じ）。

日

号

令和

第

３．役務の提供等
　｛ｅ　ｿﾌﾄｳｪｱ業又は情報処理ｻｰﾋﾞｽ業　・　ｆ　旅館業　・　ｇ　ｻｰﾋﾞｽ業　・　h　その他｝　

４．物品の買受け
　｛ｉ　立木竹　・　ｊ　その他｝

　１．物品の製造
　　｛ａ　ゴム製品　・　ｂ　その他｝

２．物品の販売
　｛ｃ　卸売　・　ｄ　小売｝

一般競争（指名競争）参加資格審査申請書（物品の製造等）

01 02１： 定 期 １：組合 ３：その他の法人 ４：個人 ５：その他

２： 随 時

１： 新 規

２： 更 新

年 月03 ２：公益法人



※04受付機関コード ※05受付番号 ※06業者コード

希望する資格の種類等

衣服・その他繊維製品類 衣服・その他繊維製品類 広告・宣伝

ゴム・皮革・プラスチック製品類 ゴム・皮革・プラスチック製品類 写真・製図

窯業・土石製品類 窯業・土石製品類 調査・研究

非鉄金属・金属製品類 非鉄金属・金属製品類 情報処理

フォーム印刷 フォーム印刷 翻訳・通訳・速記

その他印刷類 その他印刷類 ソフトウェア開発

図書類 図書類 会場等の借り上げ

電子出版類 電子出版類 賃貸借

紙・紙加工品類 紙・紙加工品類 建物管理等各種保守管理

車両類 車両類 運送

その他輸送・搬送機械機具類 その他輸送・搬送機械機具類 車両整備

船舶類 船舶類 船舶整備

燃料類 燃料類 電子出版

家具・什器類 家具・什器類 その他

一般・産業用機器類 一般・産業用機器類

電気・通信用機器類 電気・通信用機器類

電子計算機類 電子計算機類

精密機器類 精密機器類

医療用機器類 医療用機器類

事務用機器類 事務用機器類

その他機器類 その他機器類

医薬品・医療用品類 医薬品・医療用品類 立木竹

事務用品類 事務用品類 その他

土木・建設・建築材料 土木・建設・建築材料 0

その他 その他

役務の提供等
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※04受付機関コード ※05受付番号 ※06業者コード

製造・販売等
実績

#

流動資産（

流動負債（

設備の額

月まで
（千円）（千円）

　１　外国籍会社

］［国名：

19

①　直前々年度分決算 ②　直前年度分決算
③　前２か年間の平均実績高

月から
月まで

［国名：22

　３　日本国籍会社

外
資
状
況

%）

決算後の増減額 合　　　　　計

］

（比率：

（比率：

（比率：

［国名：

） 　２　日本国籍会社

%）100

［国名：

①（うち外国資本）

（千円）（千円）（千円）（千円）

（

年

17

年 月から
年 月まで

（千円）
年

年年
年

経営状況

月まで
年 月から

(千円）

③次期繰越利益（欠損）金

（千円）

18 区　　　分 直前決算時 剰余（欠損）金処分

月から

（千円）

自
己
資
本
額

　払込資本金

規模

設備

24

の

主要

23 ①　機械装置類（千円）

20 (千円）

×100=
21

］

常勤職員の人数

%）

］

②　運搬具類（千円） ③　工具その他（千円） ④　合　　計（千円）

営業年数(%)流　　動

比　　率

②準備金・積立金

④　　　　計



一 般 競 争 （ 指 名 競 争 ） 参 加 資 格 審 査 申 請 を す る 場 合 の 提 出 書 類 確 認 表

【 物 品 の 製 造 等 】 【 建 設 工 事 】 【 測 量 ・ 建 設 コ ン サ ル タ ン ト 等 】

□ 申 請 書 （ 全 ３ 頁 ） □ 申 請 書 （ 全 ２ 頁 ） □ 申 請 書 （ 全 ３ 頁 ）

□ 登 記 簿 謄 本 又 は そ の 写 し □ 営 業 所 一 覧 表 □ 営 業 所 一 覧 表

□ 営 業 経 歴 書 □ 総 合 評 定 値 通 知 書 等 の 写 し □ 財 務 諸 表 類 又 は 営 業 用 純 資 本 額

□ 財 務 諸 表 類 又 は 営 業 用 純 資 本 額 □ 納 税 証 明 書 又 は そ の 写 し に 関 す る 書 類 及 び 収 支 計 算 書

に 関 す る 書 類 及 び 収 支 計 算 書 □ 共 同 企 業 体 協 定 書 の 写 し □ 登 記 簿 謄 本 又 は そ の 写 し

□ 納 税 証 明 書 又 は そ の 写 し □ 共 同 企 業 体 等 調 書 □ 登 録 証 明 書 等 又 は そ の 写 し

□ 併 合 等 の 成 立 日 を 証 明 で き る 書 □ 納 税 証 明 書 又 は そ の 写 し

類

□ 長 ３ 封 筒 （ １ １ ０ 円 切 手 を 貼 付 し 、 封 筒 に は 「 資 格 審 査 結 果 通 知 書 」 の 送 付 先 を 記 載 し て く だ さ い ）。

※ 提 出 す る 書 類 の 記 載 内 容 を 御 確 認 の う え 、 該 当 書 類 項 目 の □ に チ ェ ッ ク を し て 、 申 請 書 及 び 添 付 書 類

と 併 せ て 提 出 し て い た だ く よ う お 願 い し ま す 。



令和 年 月 日

国立研究開発法人

水産研究・教育機構理事長　殿 令和 年 月 日

下記のとおり変更があったので届出をします。

１　変更内容

２　変更事項に係る添付書類名

記載要領

「商号又は名称」及び「代表者氏名」を変更する場合はフリガナを付すること。

　２　本様式に収まらない場合には、裏面等に記載することとし、その旨を本様式の欄外に注記すること。
　１　登録されている資格の種類を、表題の（建設工事、測量等、物品製造等）に○印を付すこと。

変更年月日

商 号 又 は 名 称

代 表 者 氏 名

記

変更事項 変更前 変更後

競争契約参加資格審査申請書変更届（建設工事、測量等、物品の製造等）

登 録 番 号

交 付 年 月 日

住 所

資格決定通知書の

〒



【法人用】

□

□

□ 外国法人で、国内源泉所得を有していない又は法人課税信託の引受けを行っ

年 月 日

所在地

法人名

収益事業（※）を行っていない公益法人等又は人格のない社団等

ていない

（※）　収益事業とは、法人税法第２条第13号及び法人税法施行令第５条で定める34の事
（その性質上その事業に付随して行われる行為を含みます。）をいいます。

申請日直前１年以内に申告期限が到来した事業年度がない（新設法人等）

法人税の申告に関する申出書

　当社は、下記の事由に該当することから、直前事業年度（※）分の法人税について

は、当該申告に係る確定申告書を所轄税務署に提出しておりません。

（※）　直前事業年度とは、申請日直前１年以内に申告期限が到来した事業年度をいいま
す。

記　　　



【個人用】

年 月 日

所在地

氏　名

所得税及び復興特別所得税の申告に関する申出書

　私は、直近の確定申告期限（原則として3月15日）に係る年分の所得税及び

復興特別消費税について、事業の開業前であったこと等により納付すべき額が

ないなど、申告義務がない場合に該当するため、当該年分に係る確定申告書を所

轄税務署に提出しておりません。


